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（参考）「医療・介護」関係部門の定義・範囲

部門名称 定義・範囲
医療（入院診療） 日本標準産業分類の小分類831「病院」及び細分類8321「有床診療所」

における一般診療のうち入院診療の活動 ※
なお、病院及び一般診療所内での歯科診療は「医療（歯科診療）」に含め
ている。

医療（入院外診療） 日本標準産業分類の小分類831「病院」及び832「一般診療所」における
一般診療のうち、入院外診療、保健予防活動及び医療相談等の活動 ※
なお、病院及び一般診療所内での歯科診療は「医療（歯科診療）」に含め
ている。

医療（歯科診療） 日本標準産業分類の小分類831「病院」及び833「歯科診療所」における
歯科診療及び各種歯科検診等の活動 ※

医療（調剤） 日本標準産業分類の細分類6033「調剤薬局」における調剤の活動 ※
医療（その他の医
療サービス）

日本標準産業分類の小分類834「助産・看護業」、835「療術業」及び
836「医療に附帯するサービス業」の活動 ※
また、病院及び一般診療所が行う訪問看護サービスは本部門に含めている。

※ 介護保険によるサービスは、「介護（施設サービス）」、「介護（施設サービスを除く。）」に含めている。
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部門名称 定義・範囲
社会福祉（国公立）
★★

日本標準産業分類の細分類8229「その他の職業・教育支援施設」のうち
児童自立支援施設、小分類852「福祉事務所」、853「児童福祉事業」、
854「老人福祉・介護事業」、855「障害者福祉事業」、859「その他の社会
保険・社会福祉・介護事業」のうち、国・地方公共団体等による社会福祉施
設サービス活動及び社会福祉地域サービス活動 ※

社会福祉（非営利）
★

日本標準産業分類の細分類8229「その他の職業・教育支援施設」のうち
児童自立支援施設、小分類853「児童福祉事業」、854「老人福祉・介護
事業」、855「障害者福祉事業」、859「その他の社会保険・社会福祉・介護
事業」のうち、社会福祉法人等の社会福祉施設サービス活動及び社会福祉
地域サービス活動 ※

社会福祉（産業） 日本標準産業分類の小分類853「児童福祉事業」、854「老人福祉・介護
事業」、855「障害者福祉事業」、859「その他の社会保険・社会福祉・介護
事業」のうち、会社、個人等による社会福祉施設サービス活動及び社会福祉
地域サービス活動 ※

介護（施設サービ
ス）

日本標準産業分類の小分類831「病院」、832「一般診療所」、833「歯科
診療所」、細分類8342「看護業」、小分類835「療術業」及び854「老人福
祉・介護事業」のうち、介護保険による施設サービスの活動

介護（施設サービス
を除く。）

日本標準産業分類の小分類831「病院」、832「一般診療所」、833「歯科
診療所」、細分類8342「看護業」、小分類835「療術業」及び854「老人福
祉・介護事業」のうち、介護保険による施設サービス以外の活動

※ 介護保険によるサービスは、「介護（施設サービス）」、「介護（施設サービスを除く。）」に含めている。
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その他の医療サービス（助
産所、療術業等）の推計

経済センサス‐活動調査組
替集計等による売上（収
入）金額

医療５部門の国内生産額（ＣＴ）推計の概要

保険診療分を医療機関毎
に推計

・ 国民医療費
・ 医療費の動向（概算
医療費データベース）

診療種別（入院、入院
外、歯科）に案分

概算医療費データベー
スや医療経済実態調査
による比率を使用

医療（入院診療）
のＣＴ

医療（歯科診療）
のＣＴ

医療（調剤）
のＣＴ

保険外診療分を加算

・ 入院、入院外、歯科
経済センサス‐活動調
査組替集計による保険
診療収入と保険外診療
収入の比率を使用

・ 調剤
医療経済実態調査に
よる保険調剤収益等の
比率等を使用

・ その他（看護業）
上記と同様、経済セン
サス‐活動調査組替集
計による比率を使用

医療（その他の
医療サービス）
のＣＴ
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○ カバレッジの面では、保険診療分について、主に経済センサス‐活動調査組替集計による保険診療収入と保険外診療
収入の比率を用いて算出した保険外診療分を加算しており、当該分野を網羅しているものと評価
※ 主な基礎統計の作成周期：国民医療費【１年】、概算医療費データベース【毎月】、医療経済実態調査【２年】

医療（入院外診
療）のＣＴ



医療５部門の産出額及び投入額の配分方法の概要

中央政府個別的消費支出へ配分ＣＴ
医療給付分

※療養費等の医療給付分に含
まれる一般診療分も含む。
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○ 産出額の内訳の面では、中央政府が負担した費用について、業務統計に基づき、妥当な配分が可能
○ 投入構造の把握度合いの面では、統計調査の重複排除等の観点から投入調査による調査対象を最小限度にとどめ
ており、投入調査の精度の向上などが課題
※ 主な基礎統計の作成周期：医療経済実態調査【２年】、病院経営実態調査【１年】、投入調査【原則５年】

＜産出＞

主に家計消費支出へ配分（残額）

ＣＴ

＜投入＞
構成比の大枠を推計
・ 医療経済実態調査
・ 病院経営実態調査
・ 産業連関構造調査
（医療業・社会福祉事
業等投入調査） 等

基本分類へ配分

前回産業連関表を参考



社会福祉３部門の国内生産額（ＣＴ）推計の概要

国立更生援護機関諸施設の運営費
・ 一般会計決算報告書

社会福祉（国公立）
★★のＣＴ
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○ カバレッジの面では、国公立分については業務統計等により、非営利及び産業分については経済センサス‐活動調査に
より、それぞれＣＴを推計しており、当該分野を網羅しているものと評価
※ 主な基礎統計の作成周期：国公立分の各種業務統計【１年】

社会福祉諸施設の措置費等
・ 厚生労働省所管歳出予算要求額
明細書（社会福祉施設等調査に
よる公営施設の定員比率で案分）

老人福祉諸施設、保育所及び児童
厚生諸施設の運営費
・ 地方財政統計年報

福祉事務所の経費
・ 地方財政統計年報
・ 地方公務員給与の実態

国立重度知的障害者総合施設の
消費的支出
・ (独)国立重度知的障害者総合
施設のぞみの園損益計算書

社会福祉事業の費用総額（運営費）
・ 経済センサス‐活動調査組替集計

非営利団体分と会社、個人等分に案分
・ 経済センサス‐活動調査による経営組
織別収入額の比率を使用

社会福祉（非営利）
★のＣＴ
社会福祉（産業）
のＣＴ



社会福祉３部門の産出額及び投入額の配分方法の概要

中央政府個別的消費支出へ配分

ＣＴ 費用徴収額
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○ 産出額の内訳の面では、特に社会福祉（産業）部門では、費用徴収額について前回産業連関表の比率を用いて
推計しており、基準年の状況を適切に示していない可能性
○ 投入構造の把握度合いの面では、社会福祉（国公立）★★部門については、社会福祉（非営利）★部門と投入
構造が類似していると仮定し、当該部門の投入調査結果を使用しており、投入調査の精度の向上などが課題
※ 主な基礎統計の作成周期：投入調査【原則５年】

＜産出＞
家計消費支出へ配分

（残額）
※経営主体別に案分

ＣＴ

＜投入＞
構成比の大枠を推計
・ 一般会計決算報告書
・ 地方財政統計年報
・ 産業連関構造調査
（医療業・社会福祉事
業等投入調査） 等

基本分類へ配分

前回産業連関表を参考

地方政府個別的消費支出へ配分
対家計民間非営利団体消費支出へ配分
家計外消費支出へ配分



介護２部門の推計の概要
サービス別の介護費（保険給付額
＋公費負担額＋利用者負担額）
・ 介護給付費支払状況

介護（施設サービス）のＣＴ
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○ カバレッジの面では、国民健康保険連合会が審査・確定した介護給付費明細書の情報等を使用しており、当該分野
を網羅しているものと評価
○ 産出額の内訳の面では、家計と中央政府及び地方政府それぞれが負担した費用について、業務統計に基づき、妥当
な配分が可能
○ 投入構造の把握度合いの面では、介護事業経営実態調査の把握対象期間（３年周期。直近データは平成28年
度）が産業連関表とは異なることなどが課題
※ 主な基礎統計の作成周期：介護給付費支払状況【毎月】、介護保険事業状況報告【１年】、

介護事業経営実態調査【３年】

市町村特別給付の費用額
・ 介護保険事業状況報告 介護（施設サービスを除く。）のＣＴ

＜ＣＴ＞

中央政府個別的消費支出へ配分ＣＴ 介護給付額＜産出＞

家計消費支出へ配分（残額）

地方政府個別的消費支出へ配分市町村特別給付の費用額

＜投入＞ 構成比の大枠を推計
・ 介護事業経営実態調査

基本分類へ配分
・ 前回産業連関表を参考

ＣＴ
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